南砺市告示第１２７号
南砺市介護予防・日常生活支援総合事業実施要綱を次のように定める．
平成２８年４月１日
南砺市長　田　中　幹　夫
南砺市介護予防・日常生活支援総合事業実施要綱
（趣旨）
第１条　この要綱は、砺波地方介護保険組合介護予防・日常生活支援総合事業実施要綱（平成２８年砺波地方介護保険組合告示第２号。以下「組合要綱」という。）第１５条の規定に基づき、南砺市介護予防・日常生活支援総合事業（以下「市総合事業」という。）の実施に関し、組合要綱に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。
（定義）
第２条　この要綱において使用する用語の意義は、組合要綱で使用する用語の例による。
　（実施団体）
第３条　市総合事業を実施できる団体（以下「実施団体」という。）は、次の各号のいずれかに該当するもののうち、次条第１項各号に規定するサービスの種類ごとに生活支援コーディネーターを配置し、市総合事業を適正に実施できると市長が認める団体とする。
（１）市内の自治振興会又は市内各地区の社会福祉協議会
（２）前号に掲げる団体から推薦を受けた町内会、自治会、集落及び地区住民で構成される団体
（サービスの種類及び費用の額）
第４条　市総合事業で実施するサービスの種類は、次に掲げるとおりとする。
（１）訪問型サービス事業のうち、訪問型サービスＢ（住民主体等）
（２）通所型サービス事業のうち、通所型サービスＢ（住民主体等）
２　市総合事業の実施に要する費用の額（以下「費用の額」という。）は、別表の右欄に定める単位数に厚生労働大臣が定める１単位の単価（平成２７年厚生労働省告示第９３号）を乗じて算定するものとする。
　（補助金の交付）
第５条　市長は、市総合事業の円滑な実施に資するため、実施団体の申請により、費用の額の１００分の９０に相当する額（１円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てた額）を、南砺市介護予防・日常生活支援総合事業補助金（以下「補助金」という。）として実施団体に交付するものとする。
２　補助金の交付に関し必要な事項は、別に定める。
（利用者の負担金等）
第６条　市総合事業の利用者の負担金は、費用の額から補助金を控除した額を基準として、実施団体が定めるものとする。
２　市総合事業の利用に際し、食費、原材料費等の実費が生じたときは、当該実費は利用者の負担とする。
（その他）
第７条　この要綱及び組合要綱に定めるもののほか、市総合事業の実施に関し必要な事項は、市長が別に定める。
附　則
　この告示は、公表の日から施行する。
別表（第４条関係）
	サービスの種類
	算定単位

	訪問型サービスＢ
（住民主体等）
	生活援助　１１４単位／回

	
	２０分未満の生活援助等　５７単位／回

	通所型サービスＢ
（住民主体等）
	送迎あり・入浴なし（１日）　２９８単位／回

	
	送迎あり・入浴なし（半日）　２２４単位／回

	
	送迎なし・入浴なし（１日）　２８１単位／回

	
	送迎なし・入浴なし（半日）　２１１単位／回


